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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、貿易環境の変化等を背景とし、現時点では流通量が限定的だが、今
後流通量が増大した場合のインパクトが大きいと考えられる食品を対象に、消費者の食品需要を解明することで
ある。我が国の消費者を対象とした分析では、外国産米や有機栽培米、機能性成分を有するブドウやトマト、認
証制度のある野菜等に対する支払意思額を明らかにした。また、国産食品に対する海外の消費者需要分析では、
和牛や緑茶、柑橘を対象とし、海外の消費者の金銭評価を把握した。その上で、貿易環境や消費者需要の変化が
我が国の食品生産に与える影響を検討し、我が国の「強い農業」を実現する上で推進すべき農業・食料政策に対
する含意を導出した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze consumer demand for food products 
whose distribution volume is currently limited, but which are expected to have a large impact if the
 distribution volume increases in the future, due to changes in situations such as the trade 
environment. We elicited Japanese consumers' willingness to pay for foreign rices, organically grown
 rice, grapes and tomatoes with functional ingredients, and vegetables with certification systems. 
We also revealed overseas consumers' monetary evaluation for domestically produced foods, such as 
wagyu beef, green tea, and citrus fruits. Based on these analyses, we examined the impact of changes
 in the trade environment and consumer demand on Japan's food production, and derived implications 
for agricultural and food policies that should be promoted in order to realize "strong agriculture" 
in Japan.

研究分野：農業経済学

キーワード： 消費者需要　食品マーケティング　強い農業　農産物輸出　計量経済学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
どのような食品に対し、どのような人がどれだけの金銭評価をするかを明らかにすることは、農産物や食品の生
産者の収益性を改善し、より効率的な関連技術開発にとって有益である。本研究は、そうした消費者需要につい
て、今後取り組みを強化することで大きな社会的インパクトが見込まれる食品を対象に分析した。その際、消費
者の態度や行動をより適切に把握するデータ収集方法を採用し、より信頼性の高い手法で分析を行った。本研究
結果を利用し、国内外の消費者需要を適切に把握して有効な販売戦略を立てることで、生産者の収益性が増大す
る可能性があり、これは我が国の「強い農業」の実現に資するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
自由貿易協定や経済連携協定の発効数が増加し、環太平洋パートナーシップ（TPP）協定が大
筋合意に至るなど、我が国の国際貿易環境は今日大きな変化に直面している。貿易自由化の進展
により、これまで流通が限定的であった外国産製品が国内で流通するようになる一方で、これま
でアクセスが困難であった市場に国産製品を輸出できる可能性が増大する。我が国の農産物や
食品（以下、食品と総称する）は、費用面で国際競争力に乏しいものの、品質面では国際的な高
評価を受けるものが多い。外国産製品との競争に直面する機会が増える中で、国内外の消費者に
支持される食品を生産することは、我が国の農業生産の強化につながる。貿易環境の大きな変化
に直面した今日の我が国において、食品の消費者需要分析はますます重要性を増している。 
 消費者需要は、主として経済学やマーケティング研究の主要研究対象のひとつである。経済学
では、消費者が何をどれだけ消費するかは、対象製品や代替製品の価格、各消費者の所得、様々
な製品特性等によって決定されると考える。食品の需要関数を統計学の手法を用いて推計する
ことで、各要因が需要に与える効果を定量化することができる。近年の研究では、個別品目の銘
柄やブランドごとの製品差別化を考慮した分析が主流であり、消費者の平均的な傾向だけでな
く、各消費者の特徴の違い（異質性）を考慮した需要構造の解明が行われている（Nevo 2001、
中島 2016 等）。また、食品表示が消費者需要に与える影響についても、国内外で研究蓄積がみ
られる（氏家 2016 参照）。さらに、行動経済学や実験経済学の手法を用い、人々の実際の購買
行動を把握して消費者の食品に対する選好を明らかにするものも増えている（Just et al. 2014
等）。しかし、従来の経済学研究は健康への影響といった観点からのものが多く、貿易環境の変
化を背景とする消費者需要の経済分析は限定的であった。また、需要の決定要因である製品特性
は、食品の外形的特性や大まかな栄養素および食味、産地等の地理情報が中心で、食品成分に関
する理化学的特性を扱ったものがほとんどなく、農業研究開発に対する含意が乏しい。 
 他方、マーケティング研究では、生産者の経営戦略に対する含意を得るため、消費者の製品評
価が分析される。その方法には、製品に対するアンケート調査を利用した統計分析や、各製品特
性に対する金銭評価を行うコンジョイント分析等がある。これらは、消費者の製品評価を消費者
自身が表明するという嗜好の把握方法であるが、この表明選好法による製品評価は実際の購買
行動と乖離する傾向にあることが知られている（Lusk and Schroeder 2004等）。また、生産者
の経営戦略に対する提言は定性的分析によるものが多く、消費者の製品評価に関する定量的な
根拠を持たないものが多い。 
 貿易自由化の効果に関する経済分析でも、消費者需要は考慮されている。しかし、関税や非関
税障壁等の削減がGDPや経済効率性、特定産業の生産額等に与える影響が主な関心対象であり、
消費者需要のあり方自体については基本的に既存研究の成果が援用される。そのため、貿易環境
の変化による消費者需要の変化自体は分析されない場合がほとんどである。その結果、貿易環境
の変化により消費者需要のあり方が変化する場合、貿易環境の変化がもたらす効果を誤って推
計してしまうという問題が生じる。 
 
２．研究の目的 
 
以上の背景を踏まえ、本研究では、貿易環境の変化によって今後流通量が大きく変化する可能
性があるものなど、現時点では流通量が極めて限定的だが、今後流通量が増大した場合のインパ
クトが大きいと考えられる食品を対象に、消費者の食品需要を解明することを主目的とする。そ
の上で、貿易環境や消費者需要の変化が我が国の食品生産に与える影響を検討し、最終的には我
が国の「強い農業」を実現する上で推進すべき農業・食料政策に対する含意を導出する。 
 
３．研究の方法 
 
以上の目的を達成するため、以下の小課題を設定する。 

 
（1）流通が限定的な食品に対する我が国の消費者需要分析 
 将来的に国内流通が本格化し、国産品との競合が見込まれる安価な外国産食品や、国内の流通
量が限定的な食品を対象に、我が国の消費者需要を明らかにする。その際、仮想的な環境で消費
者選好を観測する際に生じ得る表明選好バイアスを避けるため、食品の試食を行った消費者の
購買行動を観察し、オークション法を用いてより正確な消費者需要の把握を行う。また、製品の
外形的特性や官能特性だけでなく、食品成分に関する理化学的特性をも考慮し、それらの特性の
違いが消費者需要に与える効果についても明らかにする。国内の生産者や消費者への影響度を
踏まえ、米などを対象とした分析を行う。 
 
（2）流通が限定的な国産食品に対する海外の消費者需要分析 



 海外の関税削減・撤廃等で、将来的に海外における流通の本格化が見込まれる良食味の国産食
品を対象に、小課題 1 と同様の方法で海外の消費者需要を明らかにする。国内外のインパクト
を考慮し、牛肉（和牛）などを主な対象とし、海外の消費者需要を解明する。 
 
（3）貿易環境や消費者需要の変化が我が国の食品生産に与える影響 
 （1）および（2）の分析結果を踏まえ、貿易自由化の進展や、それにともなう消費者需要の変
化が、我が国の食品生産に与える影響について検討する。その上で、我が国が推進すべき農業・
食料政策に対する含意を導出する。 
 
４．研究成果 
 
（1）「流通が限定的な食品に対する我が国の消費者需要分析」では、①外国産米を対象とした分
析、②有機栽培米を対象とした分析、③インターネットでの購入を想定した国産米の分析、④ブ
ドウを対象とした分析、⑤ミニトマトを対象とした分析、⑥アテモヤを対象とした分析、⑦食品
の認証制度に関する分析、などを行なった。 
①外国産米を対象とした分析では、米国産コシヒカリ(玉錦)、米国産カルローズ、豪州産の短
粒種、そして比較対象としての国産コシヒカリを対象に、支払いを伴う離散選択実験を実施し、
消費者の支払意思額について分析した。その結果、試食をしない場合、国産コシヒカリと比較し
て、米国産カルローズや豪州産短粒種に対する支払意思額が大幅に低くなる一方で、試食をとも
なった場合は、米国産カルローズや豪州産短粒種に対する支払意思額が、試食をしない場合と比
較して有意に大きくなることが明らかになった。 
②有機栽培米を対象とした分析では、調査会場に回答者を集め、慣行栽培米と有機栽培米の試
食を行った上でアンケート調査を実施し、慣行栽培米と比較したときの有機栽培米の食味評価
や再食意思について分析した。これにより、有機栽培米を高く評価する消費者の特徴を特定する
とともに、米のパッケージを工夫したり生産者情報を提示することで、同じ米に対しても評価が
変わることを明らかにした。 
③インターネットでの購入を想定した国産米の分析では、離散選択実験を行い、有機栽培かど
うかや米の等級、生産者情報等の情報が、米の支払意思額に与える影響について詳細に分析した。 
④ブドウを対象とした分析では、種無し巨峰やシャインマスカット、ナガノパープルといった
ブドウを対象とし、機能性成分や香りの持続性を向上したブドウに対し、消費者が有意に高い金
銭評価を行ったことや、個人属性や食料消費行動の違いによってそれらの金銭評価が異なるこ
とを定量的に明らかにした。 
⑤ミニトマトを対象とした分析では、標準的な赤い丸型のミニトマトである千果に加え、アイ
コやトスカーナバイオレット、ピッコラカナリアといった色や形、成分に特徴のあるミニトマト
を扱い、支払いを伴う離散選択実験を実施した。ランダム係数ロジットモデルを用いた分析によ
り、これらのミニトマトに対する支払意思額を推計し、支払いを伴わない離散選択実験では仮想
バイアスが生じることを示すとともに、個人属性や食料消費行動の違いが支払意思額に与える
影響を明らかにした。 
⑥アテモヤという熱帯性果実を対象とした分析では、アテモヤの支払意思額を明らかにする
オークション実験を実施し、アテモヤに対する支払意思額が現在の市場価格よりも低いこと、健
康によいことや環境保全的な栽培が可能であるという情報を付与した場合に、支払意思額が上
昇すること等を明らかにした。 
⑦食品の認証制度に関する分析では、まず、レタスを題材に GAP を対象とした分析を行い、
都道府県 GAP、JGAP、ASIAGAP、GLOBALG.A.P.に対する支払意思額を、それぞれ明らかに
した。その際、GAP の取り組みが進展している地域とそうでない地域で支払意思額がどれくら
い異なるかや、他の消費者特性に応じた支払意思額の違いについて詳細に分析した。また、春菊
を対象に大阪エコ農産物認証に関する分析も行い、同認証を受けた春菊や JGAP 認証を受けた
春菊、機能性成分量が多い春菊等に対する限界支払意思額を明らかにした。 
 
（2）「流通が限定的な国産食品に対する海外の消費者需要分析」では、①和牛、②緑茶、③柑橘
を対象とした分析を行なった。 
①和牛に関する分析では、米国およびマレーシアの消費者にアンケート調査および離散選択
実験を実施し、豪州産和牛や米国産和牛等と比較したときの国産和牛に対する支払意思額を明
らかにした。その際、消費者の特性によって支払意思額がどのように変化するかについても検討
した。 
②緑茶を対象とした分析では、煎茶、かぶせ茶、ほうじ茶に対する海外の消費者の支払意思額
を明らかにした。このうち、米国の消費者を対象とした分析では、煎茶により多く含まれている
カテキンの効能を説明した場合、煎茶に対する支払意思額が最も高くなった。また、年齢が高く、
健康に気を遣っている消費者ほど煎茶に対する評価が高く、女性よりも男性の方が煎茶に対す
る評価が高いことが判明した。 
③柑橘を対象とした分析では、温州みかんを含むマンダリンオレンジを対象に、シンガポール
やマレーシア等の消費者に対して離散選択実験を行い、皮が剥きやすいものやβクリプトキサ
ンチン含有量が多いもの、糖度や酸度が低いものに対し、支払意思額が高くなることが示された。



また、世帯年収が多い消費者ほどβクリプトキサンチン含有量が高く、糖度の低い柑橘を好むこ 
とや、年齢が高い消費者ほど酸度の低い柑橘を好む一方で、オレンジをよく食べる人ほど酸度の
高い柑橘を好むことなどが明らかになった。 
 
（3）「貿易環境や消費者需要の変化が我が国の食品生産に与える影響」に関する分析では、貿易
環境の変化の影響を受ける食品において、たとえば支払意思額が高くなるような消費者特性を
理解した上で効果的なターゲティングや販売促進方法を採用することで、貿易環境の変化自体
で生じる需要の変化よりも大きな需要の変化が見込まれることが示唆された。一方で、海外製品
との競合が本格化した場合でも、需要を適切に把握することで、国産食品に対する一定の需要が
確保できる可能性も導かれた。また、消費者需要の変化の影響に関しては、その変化を捉えて有
効な販売戦略を柔軟に適用できる生産者とそうでない生産者がいる場合、前者の生産者の収益
性が後者の生産者よりも高くなる可能性が導出された。したがって、農業・食料政策においては、
いわゆる「強い農業」を実現するために消費者需要を把握することが重要であるだけでなく、消
費者需要を把握したり、それを踏まえて適切に販売戦略を立て、それを実践できる生産者の割合
を少しでも高めることが有益であると言える。そのためには、生産者による消費者需要の理解を
補助する仕組みづくりをすることや、より正確かつ詳細に消費者需要を継続的に明らかにする
必要がある。 
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